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これまでのＳＢＣＢに関連した主な経過について

主 体 開始時期 ポイント 補足

関東経済産業局 ２００１年 局内にコミュニティビジネス・ＮＰＯ活動推
進室を設置

２００２年より広域関東圏コミュニティビジネス推進協議会を
発足。現在では経産省のブロック単位で協議会。

厚生労働省 ２００２年 雇用創出企画会議にてＣＢによる雇用の
可能性を調査。２年間の調査により雇用創
出の可能性として有益な分野であることを
示している。

２００３年から１０年間でＣＢ分野で約９０万人（１２０万人－
３０万人／約３０万人の公務員削減を伴う）の新規雇用はＩ
Ｔや環境分野と比べても突出して高い数字。
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/05/dl/s0521‐4d.pdf

中小企業庁 ２００３年 中小企業白書にて「新しい就業形態・ライ
フスタイル」としてＣＢが明記された

その後は継続して新しい創業、就業の観点でデータが整理
され明記されている。
http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H16/02‐
01‐05‐03.html

経済産業省 ２００３年 環境調和推進室にて環境分野に特化した
コミュニティビジネスの支援事業を実施。

５年間で５９のモデル事業を支援。
http://www.meti.go.jp/policy/eco_business/community/c_i
ndex.html

経済産業省 ２００６年 新経済成長戦略（小泉政権）において地域
経済活性化のためＣＢによる推進で５年間
で１０００の取り組みを支援と明記

少子高齢社会において「民間活力を活用した効率的で質
の高いサービスを活用」「地域活性化戦略においてＮＰＯや
ＬＬＰの取り組みも支援する」と明記。

経済産業省 ２００７年 「中間支援機能強化」「農商工連携」「ノウ
ハウ移転」など現在まで様々な支援事業・
補助金を設置。融資制度も実施した。

平成２０年度より地域主権の観点から「ＣＢ→ＳＢ」へ表記を
転換。各種委員会、調査事業、事例集を実施。
http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/sbcb/

国土交通省 ２０１０年 国土審議会・政策部会において「新しい公
共」「地域戦略検討」の部会にて関連して
協議された。

地域経済活性化の上では、人づくりやＳＢＣＢによる経済の
底上げが不可欠である趣旨で協議された。
http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s103_seisaku01.html

東京都 ２０１０年 地域資源活用イノベーション創出助成金
（地域中小企業応援ファンド）として中企庁
と都で２００億円の基金を設置。

基金の運用益を補助金として「都の地域課題解決・地域資
源活用事業者」と「支援機関（地域応援ナビゲータ）」への
補助金として活用。（１０年間の予定）

内閣府 ２０１０年 新しい公共の一環の中で、雇用創出また
は創業など幅広く推進に関する検討、協議、
実施がされた。

「ふるさと雇用交付金」「地域社会雇用創造事業」「新しい
公共支援事業」を始めとした各種の支援策が予算とともに
施行された。http://www5.cao.go.jp/npc/index.html



コミュニティビジネスは、ソーシャルビジネスのうち、より地域性のあるものソーシャルビジネス研究会（座長：一橋大学大学院商学研究科教授 谷本
寛治）報告書（平成２０年４月）では、社会性・事業性・革新性をＳＢの３つの
要件と位置付けている。

ソーシャルビジネス・コミュニティビジネスの現状（経済産業省）

（出典） 経済産業省「ソーシャルビジネス研究会報告書」（平成２０年４月）

①社会性：現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動のミッ
ションとすること。
②事業性：①のミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業を進めていくこと。

③革新性：新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組みを開発
したり、活用したりすること。またその活動が社会に広がることを通して、新しい社
会的価値を創出すること。
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①社会性

ソーシャルビジネス（ＳＢ）とは、障害者支援、子育て支援、貧困問題、環境保護、まちづくり・まちおこし等の社会的
課題の解決を目的とした持続的な事業活動である。従前の営利を目的とした典型的な「会社」とは異なり、また、無
報酬の善意に依存する「ボランティア活動」とも異なる新しいスタイルの事業形態である。
ＳＢは、社会的課題の解決に対して事業性を見出し、「新たな産業・新たな働き方」を創出する主体である。このよ
うな活動が、近い将来には行政、企業、市民の協働パートナーとなることが期待される。

ソーシャルビジネスとは



平成２０年度～平成２４年度を、ソーシャルビジネス（以下、ＳＢ）集中推進期間と位置づけ、政策
資源を集中投入。
平成２４年度末までに、平成２０年度比約１０倍の雇用規模（約3.2万人→約30万人）、市場規模（約
2,400億円→約2.2兆円）に向けて、ＳＢ推進イニシアティブ、地域ＣＢ／ＳＢ推進協議会、経済産業
省等が協力してプログラムを推進する。

事業者数 市場規模 雇用者数

日本 8,000 2,400億円 3.2万人

英国 55,000 5.7兆円 77.5万人

（出典）経済産業省「ソーシャルビジネス研究会報告書」、
英国内閣府「社会的企業行動計画」

現在の市場規模・雇用者数

ＳＢを担う
人材の育成

雇用者数：30万人
市場規模：2.2兆円

雇用者数：3.2万人
市場規模：2,400億円

ＳＢの事業
基盤強化

社会的認知
度の向上

４年後

○優良200事例を選定・普及
○ 5,000人以上のＳＢ創業者等を育成
○教育プログラムを100以上の機関で実施
○企業や経済団体等の参加

２年後の目標

ＳＢ／ＣＢの目指す目標

（出典） 経済産業省「ソーシャルビジネス研究会報告書」（平成２０年４月）



ＳＢ・ＣＢの整理
「市民が主体となり社会・地域の課題を事業の手法で解決するもの」

①市場 ②手法 ③役割 ④期待される成果
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コーディネーター

（中間支援機関）

プレイヤー

（社会的起業家）

サポーター

（応援、協力者）

コミュニティの再生

課題解決の実現

働き場づくり

経済的活力、活性化

市民力向上、協働推進

＠ＮＰＯ法人コミュニティビジネスサポートセンター



多様化した環境の整理が必要

Ａ．思考、意識が多様である

特にＮＰＯ法人については、サークル活動、ボランティア、事業型など多様であり、ＳＢＣＢを
思考しながらボランティアになったり、ボランティア思考が事業型になる場合などもある。

「稼ぐ」だけではなく「無駄の削減」「資金の地域内循環」などの効果も評価する。

Ｂ．法人格・カタチが多様化

ＮＰＯ法人、一般社団法人、株式会社、組合、非法人化・・・ｅｔｃ。

また事業型ＮＰＯや非営利型株式会社など「営利」と「非営利」の線引きも多様化している。
縦割り支援の環境は是正する必要があり、ワンストップ支援が求められている。

特に法人格によって受けられる支援策の種類が制約されることは改善が必要。

Ｃ．資金調達が多様化

事業による財源確保・継続が前提も、資金調達としては、私募債、寄付、出資（エンジェル税
制）、融資など多様化している。多様な方法に合った法人格の選定や法の理解を促し、また
各調達方法に合った支援策があると有効活用されることが期待できる。

Ｄ．フィールドが多様化

活動範囲が広く（市区町村内、広域ブロック、全国、海外、課題解決型等)、それにより支援
窓口が異なるより、事業範囲に関わらずワンストップ支援するための適正な機能が必要。

Ｅ．活動分野の多様化

公共サービスとの競争や企業との競合との差別化のため、創意工夫が重要になる。その中
で「子どもとシニアの交流」「都内の商店街空き店舗で地方のアンテナショップ」など分野が
多面的になることがあり「子育て」「高齢者」といった一元的な活動範囲ではなくなっている。



ＮＰＯ法人には「意向・思考」と「結果・現状」で整理が必要
（同じ土俵で支援策を講じない方が良い）
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いずれにしても「支援」ではなく「自立支援」のための施策が大切であり、多様化を
認識し、認めたうえで各法人・団体に必要な支援策を実施するべき。



SBCBには４つの組み合わせの「バランス」が大切になる

やりたいこと 地域に良いこと

楽しいこと 社会に必要なこと

A                      B

C                    D

経済的自立をする 応援、協力体制

活動を継続する 横のネットワークを持つ



共助社会づくりの推進・支援策のポイント
（主にＳＢ・ＣＢ的な担い手を育成する場合）

●対象となる事業者を整理する

SBCB事業者、SBCB支援者のフレームを整理する。(以下、例)

①社会性のある分野②年間５００万円以上③収入の５０%以上が事
業収入④常勤有給職員が１名以上いるなど

●課題解決型モデル事業の提示

担い手側の提案ではなく、パッケージ・定型化したモデル事業を地
域版で構築する形での支援。これまでは多くのモデルケースによ
る成果・失敗が整理されるのみで、もっとその成果を活用すること
で失敗を減らしたり、少ない予算で効果を高めることにつながる。

●成果報酬型

事業活動に対して一定の成果目標を明示させ、その達成率に応じ
た資金支援を行うことで事業内容に緊張感と真剣さを与えていく。

また利益の高い事業については、その利益を自由に活用できるこ
とで、成果を高めるモチベーションにもつながる。



まとめ（私見）
１．「共助社会づくり」の担い手の系統を区分する

(区分とともに効果・成果の現状と目標値を明確化する)

２．それぞれの系統に準じた支援策・推進策を検討する

(既存の制度で活用できるものは有効活用する)

３．現状のデータ整理・調査を行う(目標・効果も併せて)

４．プレイヤーだけではなく、サポーター、コーディネーター

の推進・支援も行う(特に既存中間支援機関の機能強化)

５．NPO法人については、ガバナンスが効くような申請書や報告書、

活動予算書の様式とし、民法・刑法などの既存法律内での位置づ

けも明確化し、休眠法人の整理を含めた認証のあり方をしっかり

とすることで社会的信用力を高める。


